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ESCAPにおいて関係各国代表による会合が持たれ、次期「十年」につい
て検討が進んでいる。２４年１０月～１１月には、韓国・仁川（インチョン）に
おいて、会合が持たれ、次期「十年」について討議と決定が行われる予定
である。

（１０）本部及び推進会議
前述のとおり、平成２１年１２月に「本部」が設置され、その下で障害当事

者を中心とする「推進会議」が２２年１月から開催され、第一次、第二次意
見を提出、それを踏まえた障害者基本法改正、総合福祉部会での提言の提
出がなされれるなど、今後の障害者施策を展望する上で平成２１年末から２３
年にかけては、画期的な時期となった。

【２】障害者の状況（基本的統計より）

（１）障害者の全体数

総数 在宅者 施設入所者

身体障害児・者
１８歳未満 ９．８万人 ９．３万人 ０．５万人
１８歳以上 ３５６．４万人 ３４８．３万人 ８．１万人
合計 ３６６．３万人（２９人） ３５７．６万人（２８人） ８．７万人（１人）

知的障害児・者

１８歳未満 １２．５万人 １１．７万人 ０．８万人
１８歳以上 ４１．０万人 ２９．０万人 １２．０万人
年齢不詳 １．２万人 １．２万人 ０．０万人
合計 ５４．７万人（４人） ４１．９万人（３人） １２．８万人（１人）

総数 外来患者 入院患者

精神障害者

２０歳未満 １７．８万人 １７．４万人 ０．４万人
２０歳以上 ３０５．４万人 ２７２．５万人 ３２．９万人
年齢不詳 ０．６万人 ０．５万人 ０．１万人
合計 ３２３．３万人（２５人） ２９０．０万人（２３人） ３３．３万人（３人）

■図表７ 障害者数（推計）

注１：（ ）内数字は、総人口１，０００人あたりの人数（平成１７年国勢調査人口による）。

注２：精神障害者の数は、ICD１０（国際疾病分類第１０版）の「V精神及び行動の障害」から精神遅滞を除いた数に、てんかんとアルツハイ

マーの数を加えた患者数に対応している。

注３：身体障害児・者の施設入所者数には、高齢者関係施設入所者は含まれていない。

注４：四捨五入で人数を出しているため、合計が一致しない場合がある。

資料：
「身体障害者」
在宅者：厚生労働省「身体障害児・者実態調査」（平成１８年）
施設入所者：厚生労働省「社会福祉施設等調査」（平成１８年）等
「知的障害者」
在宅者：厚生労働省「知的障害児（者）基礎調査」（平成１７年）
施設入所者：厚生労働省「社会福祉施設等調査」（平成１７年）
「精神障害者」
外来患者：厚生労働省「患者調査」（平成２０年）より厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部で作成
入院患者：厚生労働省「患者調査」（平成２０年）より厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部で作成
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　注：昭和55年は身体障害児（0～17歳）に係る調査を行っていない。
資料：厚生労働省「身体障害児・者実態調査」

■図表８ 身体障害者（在宅）
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資料：厚生労働省「患者調査」より厚生労働省社会・援
　　　護局障害保健福祉部で作成

■図表９ 知的障害者（在宅） ■図表１０ 精神障害者（外来）

（２）年齢階層別の障害者数
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自身の持ち家 家族の持ち家 民間賃貸 社宅等 公社・公団等 その他（借間等） 回答なし

５１．７ ３０．６ ６．４ ０．４ ７．６ １．８ １．５

■図表１１ 身体障害者の住まいの状況（１８歳以上）
単位：％

資料：厚生労働省「身体障害児・者実態調査」（平成１８年）

自宅の家やアパート 会社の寮 グループホーム 通勤寮 その他 不詳

８２．０ ０．３ ８．９ ０．１ ７．５ １．１

■図表１２ 知的障害者の住まいの状況（１８歳以上）
単位：％

資料：厚生労働省「知的障害児（者）実態調査」（平成１７年）

家族と同居 ひとり暮らし 福祉ホーム等 グループホーム 老人福祉施設 その他

７６．８ １７．９ １．３ １．７ ０．５ １．８

■図表１３ 精神障害者の住まいの状況
単位：％

資料：厚生労働省「精神障害者社会復帰サービスニーズ等調査」（平成１５年）

区分
在学者数（人）

幼稚部 小学部 中学部 高等部

視覚障害 ２４６ １，７９４ １，０４２ ２，８００

聴覚障害 １，１８９ ３，１７７ １，９３７ ２，３５７

知的障害 ２２２ ３２，４７５ ２４，８５７ ５３，９１４

肢体不自由 １７７ １３，６３９ ８，０７６ ９，７２０

病弱・身体虚弱 ３０ ７，５０８ ５，３７９ ６，６７２

計 １，５４３ ３６，６５９ ２８，２２５ ５９，６９６

■図表１４ 特別支援学校に在籍している幼児児童生徒数
約１２．６万人 単位：人 （平成２３年５月１日現在）

※複数の障害を併せ有する幼児児童生徒については、それぞれの障害種別に含まれている。よって、それぞれの障害
種別の合計は「計」と一致しない。
資料：文部科学省「学校基本調査」（平成２３年度）

（３）住まいの状況

（４）教育
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区 分 小学校 中学校

知的障害 ５５，３５２ ２８，４１９

肢体不自由 ３，２２１ １，０７９

病弱・身体虚弱 １，６０８ ６６２

弱視 ２９２ ９３

難聴 ９１３ ３６９

言語障害 １，３７３ １１８

自閉症・情緒障害 ４４，８３８ １６，９１８

計 １０７，５９７ ４７，６５８

■図表１５ 小・中学校における特別支援学級に在籍している児童生徒数
約１５．５万人 単位：人 （平成２３年５月１日現在）

資料：文部科学省「学校基本調査」（平成２３年度）

区 分 小学校 中学校

言語障害 ３１，３１４ ２９３

自閉症 ９，００７ １，３３５

情緒障害 ５，２１８ １，１１４

弱視 １１１ １９

難聴 １，７１０ ３４１

学習障害 ６，４５５ １，３５８

注意欠陥多動性障害 ６，３１２ ７１４

肢体不自由 ６ ３

病弱・身体虚弱 ３１ １９

総計 ６０，１６４ ５，１９６

■図表１６ 小・中学校における通級による指導を受けている児童生徒数
約６．５万人 単位：人 （平成２３年５月１日現在）

資料：文部科学省「通級による指導実施状況調査」（平成２３年度）
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資料：厚生労働省「身体障害者、知的障害者及び精神障害者就業実態調査」（平成18年７月１日時点）
　　：総務省「労働力調査年報」（平成18年）

単位：％
一般
身体
知的
精神

■図表１７ 年齢階層別就業率

資料：厚生労働省「身体障害者、知的障害者及び
　　　精神障害者就業実態調査」（平成18年７月１日時点）
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■図表１８ 就業者の就業実態（身体障害者）

（５）就労
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資料：厚生労働省「身体障害者、知的障害者及び
　　　精神障害者就業実態調査」（平成18年７月１日時点）
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■図表１９ 就業者の就業形態（知的障害者）

資料：厚生労働省「身体障害者、知的障害者及び
　　　精神障害者就業実態調査」（平成18年７月１日時点）
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■図表２０ 就業者の就業実態（精神障害者）

3万円未満

7.0

9.9

3.4

7.2

6.9 8.3 14.2 5.9 7.3 10.0 4.2 11.8 9.3 20.8

1.4

8.2 14.3 6.8 6.0 9.4 4.8 12.8 8.9 20.3

1.2

10.3 16.1 13.8 9.2 6.9 6.9 3.4 2.3 27.6
0.1

13.6 8.6 2.5 8.6 7.4 2.5 7.4 7.4 30.9

1.2

9.0 13.9 6.8 7.0 9.2 4.6 11.0 8.3 22.2
1.1

3～7万円 7～11万円 11～15万円 15～19万円 19～23万円 25～30万円 30～50万円 50万円以上 回答なし

23～25万円 単位：％

資料：厚生労働省「身体障害児・者実態調査」（平成18年）
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■図表２１ 身体障害者の就業月収の状況（在宅）

（６）収入
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資料：厚生労働省「知的障害児（者）基礎調査」（平成17年）
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■図表２２ 就労知的障害者の給料（在宅）

合計

統合失調症 統合失調症以外

給料 ２１．８ １３．８ ２６．３

作業所等の工賃 ３．７ ５．３ ２．３

自営業手伝い ４．７ ４．８ ４．３

親兄弟の援助 １２．２ １５．４ ９．０

家賃等の収入 １．８ １．６ １．９

障害年金 ２５．７ ４１．２ １２．６

障害年金以外の年金 １１．２ ５．９ １４．５

公的手当 ２．１ ２．０ ２．１

生活保護 １３．０ １５．０ １０．８

その他 ７．３ ４．９ ８．８

わからない ２．５ ３．２ １．８

なし １８．１ １７．８ １７．２

■図表２３ 精神障害者の定期収入の内容（外来）

資料：厚生労働省「精神障害者社会復帰サービスニーズ等調査」（平成１５年）

【３】障害者基本計画、重点施策実施５か年計画
１ 障害者基本計画
「障害者基本法」第１１条は、国に、障害のある人のための施策に関する

基本的な計画を策定することを義務づけている。
現行の同基本計画は、平成１４年１２月に閣議決定され、１５年度から２４年度

までの１０年間を計画期間としている。「ノーマライゼーション」や「リハ
ビリテーション」といった「新長期計画」の理念を継承するとともに、国
民誰もが相互に人格と個性を尊重し支え合う「共生社会」の理念の下に、
障害のある人が、社会の対等な構成員として人権を尊重され、自己選択と
自己決定の下にあらゆる活動に参加・参画できる社会の実現を目指し、計
画期間中に講ずべき障害者施策の基本的方向について定めている。


